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東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律の施行に

伴う障害保健福祉関係法律の規定の特例等について 

 

 

 東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律（平成

２３年法律第４０号）が本日公布され、同日より施行（一部平成２３年３月１

１日より適用）されたところである（別添１参照）。また、併せて、東日本大震

災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律の厚生労働省関係規

定の施行等に関する政令（平成２３年政令第１３１号）、東日本大震災に対処す

るための特別の財政援助及び助成に関する法律第二条第二項及び第三項の市町

村を定める政令（平成２３年政令第１２７号）、東日本大震災に対処するための

特別の財政援助及び助成に関する法律の厚生労働省関係規定の施行等に関する

省令（平成２３年厚生労働省令第５７号）及び東日本大震災に対処するための

特別の財政援助及び助成に関する法律の厚生労働省関係規定の施行等に関する

告示（平成２３年厚生労働省告示第１５４号）が本日公布され、同日より施行

（一部平成２３年３月１１日より適用）されたところである（別添２から別添

５まで参照）。 

 これらの法令の施行に伴う、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）、精神

保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）及び障害

者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）の規定の特例並びに障害保健福祉

に係る特別の財政援助措置等について下記のとおり通知するので、十分御了知

の上、管内市町村（特別区を含む。）を始め、関係者、関係団体等に対し、その

周知徹底を図るとともに、これらの措置が東日本大震災の被災者等に遺漏無く

適用されるよう、特段の配慮をお願いする。 



記 

 

第１ 定義（震災特別法第２条） 

１ 東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律（平

成２３年法律第４０号。以下「震災特別法」という。）において、「東日本大

震災」とは、平成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震及びこ

れに伴う原子力発電所の事故による災害であること。 

２ 震災特別法において、「特定被災地方公共団体」とは、青森県、岩手県、

宮城県、福島県、茨城県、栃木県、千葉県、新潟県及び長野県並びに東日本

大震災による被害を受けた市町村で政令で定めるものであること。この政令

で定める市町村は、東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成

に関する法律第二条第二項及び第三項の市町村を定める政令（平成２３年政

令第１２７号）に定められているものであること。 

３ 震災特別法において、「特定被災区域」とは、東日本大震災に際し災害救

助法（昭和２２年法律第１１８号）が適用された市町村のうち政令で定める

もの及びこれに準ずる市町村として政令で定めるものの区域であること。こ

の政令で定める市町村は、東日本大震災に対処するための特別の財政援助及

び助成に関する法律第二条第二項及び第三項の市町村を定める政令に定め

られているものであること。 

 

第２ 医療機関の災害復旧に関する補助（震災特別法第４６条） 

国は、次に掲げる精神科病院の開設者に対し、東日本大震災により著しい

被害を受けた精神科病院の災害復旧に要する費用につき、それぞれに掲げる

割合を補助すること。 

① 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３１条に規定する公的医療機

関（都道府県、市町村その他厚生労働大臣の定める者の開設する病院又

は診療所）のうち、精神科病院であるもの ３分の２ 

② ①以外の民間の精神科病院 ２分の１ 

 

第３ 障害者支援施設等の災害復旧に関する補助（震災特別法第４８条） 

１ 特例の概要（障害福祉関係部分） 

（１）市町村（指定都市及び中核市を除く。）が設置した施設に対する補助 

   都道府県が、特定被災地方公共団体である市町村（指定都市及び中核市

を除く。）が設置した障害福祉サービス（療養介護、児童デイサービス、

短期入所、共同生活介護又は共同生活援助に限る。）の事業の用に供する

施設又は社会事業授産施設の災害復旧に要する費用につき６分の５を下



らない率により補助する場合には、当該補助に要する費用（当該費用が

６分の５を超える場合は、その超える部分に要する費用を除く。）の５分

の４を国が補助すること（震災特別法第４８条第１項）。 

（２）都道府県及び市町村以外の者が設置した施設に対する補助 

都道府県又は指定都市若しくは中核市が、都道府県及び市町村以外の

者（社会福祉法人、ＮＰＯ法人等）が設置した①身体障害者社会参加支

援施設、②障害者支援施設、地域活動支援センター、福祉ホーム若しく

は障害福祉サービス（療養介護、生活介護、児童デイサービス、短期入

所、共同生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援又は共同生

活援助に限る。）の事業の用に供する施設（以下この（２）において「障

害者支援施設等」という。）又は③社会事業授産施設の災害復旧に要する

費用につき６分の５を下らない率により補助する場合には、当該補助に

要する費用（当該費用が６分の５を超える場合は、その超える部分に要

する費用を除く。）の５分の４を国が補助すること（震災特別法第４８条

第３項）。 

この国の補助は、都道府県又は指定都市若しくは中核市の区域内にあ

る身体障害者社会参加支援施設、障害者支援施設等又は社会事業授産施

設ごとに、それぞれ次に掲げる要件に該当する場合に行うものとするこ

と（東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法

律の厚生労働省関係規定の施行等に関する政令（平成２３年政令第１３

１号）第３条第１項）。 

・ 当該区域における身体障害者社会参加支援施設、障害者支援施設等又

は社会事業授産施設の数に対する東日本大震災により著しい被害を受

けた身体障害者社会参加支援施設、障害者支援施設等又は社会事業授産

施設（その復旧に要する費用の額が６０万円未満のものを除く。）の数

の割合が１０分の１以上であること。 

・ 当該区域における東日本大震災により著しい被害を受けた身体障害者

社会参加支援施設、障害者支援施設等又は社会事業授産施設の復旧に要

する費用の一施設当たりの平均額が８０万円以上であること。 

（３）特定被災地方公共団体である県又は指定都市若しくは中核市が設置し

た施設に対する補助 

特定被災地方公共団体である県又は指定都市若しくは中核市が設置し

た障害福祉サービス（療養介護、児童デイサービス、短期入所、共同生

活介護又は共同生活援助に限る。）の事業の用に供する施設又は社会事業

授産施設の災害復旧に要する費用の３分の２を国が補助すること（震災

特別法第４８条第５項）。 



２ 留意点 

１とは別に激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（昭

和３７年法律第１５０号）に基づく補助のほか、予算措置による補助を行う

予定であること。 

 

第４ 障害児施設給付費の支給に要する費用に係る国の負担の特例（震災特別

法第８５条） 

  東日本大震災による被害を受けた施設給付決定保護者に対して児童福祉

法（昭和２２年法律第１６４号）第２４条の５に基づく災害等による利用者

負担の減免規定が適用される場合（特定被災地方公共団体及び厚生労働大臣

が定める都道府県、指定都市又は児童相談所設置市（以下「都道府県等」と

いう。）において、平成２３年３月１１日から平成２４年２月２９日までの

間において厚生労働大臣が定める日までの間に同法第２４条の５の規定に

より利用者負担が免除された場合に限る。）において、都道府県等が負担す

る当該利用者負担の免除に係る追加費用につき国が補助すること（震災特別

法第８５条第２項）。 

  厚生労働大臣が定める都道府県等及び平成２４年２月２９日までの間に

おいて厚生労働大臣が定める日については、今後、東日本大震災による被害

状況等を踏まえて、定める予定であること。 

   

第５ 指定知的障害児施設等における食費及び居住費に関する補助（震災特別

法第８６条） 

１ 特例の概要 

都道府県等は、平成２３年３月１１日から平成２４年２月２９日までの間

において厚生労働大臣が定める日までの間に施設給付決定保護者（児童福祉

法第２４条の５の規定により利用者負担が免除されたものに限る。）に係る

障害児が指定施設支援を受けたときは、当該施設給付決定保護者に対し、食

費及び居住費に要した費用について、指定知的障害児施設等における食事の

提供及び居住に要する平均的な費用の額を勘案して厚生労働大臣が定める

費用の額から特定入所障害児食費等給付費の額を控除した額を支給するこ

と（震災特別法第８６条第１項）。 

また、この支給に要する費用については、国が都道府県等に対し、補助す

ることとしたこと（震災特別法第８６条第２項）。 

  平成２４年２月２９日までの間において厚生労働大臣が定める日につい

ては、今後、東日本大震災による被害状況等を踏まえて、定める予定である

こと。 



指定知的障害児施設等における食事の提供及び居住に要する平均的な費

用の額を勘案して厚生労働大臣が定める費用の額は、児童福祉法施行令第２

７条の６第１項の規定に基づき食費等の基準費用額として厚生労働大臣が

定める費用の額（平成１８年厚生労働省告示第５６０号）に規定する額（そ

の額が現に食事の提供及び居住に要した費用の額を超えるときは、当該現に

食事の提供及び居住に要した費用の額）とすること（東日本大震災に対処す

るための特別の財政援助及び助成に関する法律の厚生労働省関係規定の施

行等に関する告示（平成２３年厚生労働省告示第１５４号。以下「震災特別

法施行告示」という。）第１条）。 

２ 留意点 

（１）低所得者に係る規定の適用について 

   本特例の適用を受ける者については、児童福祉法第２４条の５の規定に

より利用者負担を免除された旨の都道府県等の認定が必要であること。

また、東日本大震災以前から利用者負担が無料となっている者について

も、別に同条の規定の適用を受けた旨の認定をすることにより、本特例

の対象となること。 

（２）費用の支給までの間の取扱いについて 

   指定知的障害児施設等においては、東日本大震災により被災した施設給

付決定保護者等については本特例が適用されうることを念頭に、必要に

応じて食費及び居住費の徴収を猶予するなど特段の配慮をお願いしたい

こと。 

（３）費用の支給手続について 

   この費用の支給を受けようとする施設給付決定保護者は、氏名、居住地、

生年月日及び連絡先、入所している指定知的障害児施設等の名称並びに

児童福祉法第２４条の５の規定により利用者負担を免除された旨を記載

した申請書を都道府県等に提出することなどを行うこと（東日本大震災

に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律の厚生労働省関

係規定の施行等に関する省令（平成２３年厚生労働省令第５７号。以下

「震災特別法施行省令」という。）第２４条）。 

 

第６ 介護給付費等の支給に要する費用に係る国の負担等の特例（震災特別法

第８７条） 

  東日本大震災による被害を受けた支給決定障害者等に対して障害者自立

支援法（平成１７年法律第１２３号）第３１条に基づく災害等による利用者

負担の減免規定が適用される場合（特定被災地方公共団体及び厚生労働大臣

が定める市町村において、平成２３年３月１１日から平成２４年２月２９日



までの間において厚生労働大臣が定める日までの間に同法第３１条の規定

により利用者負担が免除された場合に限る。）において、市町村が負担する

当該利用者負担の免除に係る追加費用につき国が補助すること（震災特別法

第８７条第２項）。 

  厚生労働大臣が定める市町村及び平成２４年２月２９日までの間におい

て厚生労働大臣が定める日については、今後、東日本大震災による被害状況

等を踏まえて、定める予定であること。 

 

第７ 指定障害者支援施設等における食費及び居住費に関する補助（震災特別

法第８８条） 

１ 特例の概要 

市町村は、平成２３年３月１１日から平成２４年２月２９日までの間にお

いて厚生労働大臣が定める日までの間に支給決定障害者等（障害者自立支援

法第３１条の規定により利用者負担が免除されたものに限る。）が施設入所

支援を受けたときは、当該支給決定障害者等に対し、食費及び居住費に要し

た費用について、指定障害者支援施設等における食事の提供及び居住に要す

る平均的な費用の額を勘案して厚生労働大臣が定める費用の額から特定障

害者特別給付費等の額を控除した額を支給すること（震災特別法第８８条第

１項）。 

また、この支給に要する費用については、国が市町村に対し、補助するこ

ととしたこと（震災特別法第８８条第２項）。 

  平成２４年２月２９日までの間において厚生労働大臣が定める日につい

ては、今後、東日本大震災による被害状況等を踏まえて、定める予定である

こと。 

指定障害者支援施設等における食事の提供及び居住に要する平均的な費

用の額を勘案して厚生労働大臣が定める費用の額は、障害者自立支援法施行

令第２１条の３第１項の規定に基づき食費等の基準費用額として厚生労働

大臣が定める費用の額（平成１８年厚生労働省告示第５３１号）に規定する

額（その額が現に食事の提供及び居住に要した費用の額を超えるときは、当

該現に食事の提供及び居住に要した費用の額）とすること（震災特別法施行

告示第２条）。 

２ 留意点 

（１）低所得者に係る規定の適用について 

   本特例の適用を受ける者については、障害者自立支援法第３１条の規定

により利用者負担を免除された旨の市町村の認定が必要であること。ま

た、東日本大震災以前から利用者負担が無料となっている者についても、



別に同条の規定の適用を受けた旨の認定をすることにより、本特例の対

象となること。 

（２）費用の支給までの間の取扱いについて 

   指定障害者支援施設等においては、東日本大震災により被災した支給決

定障害者等については本特例が適用されうることを念頭に、必要に応じ

て食費及び居住費の徴収を猶予するなど特段の配慮をお願いしたいこと。 

（３）費用の支給手続について 

   この費用の支給を受けようとする支給決定障害者等は、氏名、居住地、

生年月日及び連絡先、入所している指定障害者支援施設等の名称並びに

障害者自立支援法第３１条の規定により利用者負担を免除された旨を記

載した申請書を市町村に提出することなどを行うこと（震災特別法施行

省令第２６条）。 

 

第８ その他 

１ 特定旧法受給者に係る経過措置（震災特別法附則第２条） 

  障害者自立支援法附則の規定によりなお従前の例によることとされてい

る身体障害者更生援護施設又は知的障害者援護施設に入所する者について

も、第６及び第７が適用されることとしたこと。 

２ 障害者自立支援法等改正法に係る所要の改正（震災特別法附則第１２条） 

障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策

を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律

の整備に関する法律（平成２２年法律第７１号）による児童福祉法及び障害

者自立支援法の改正に伴う所要の改正を行うこととしたこと。 

 

第９ 適用（震災特別法第１０５条） 

第５及び第７の措置は平成２３年３月１１日から適用されるものである

こと。 

なお、第４及び第６の措置については、公布日から施行されるものである

が、３月１１日以降の費用についても補助の対象とするものであること。 

 

第１０ 留意事項 

１ 第２から第７までの措置に係る国の補助の詳細については、追って補助金

交付要綱をお示しする予定であること。 

２ 第５及び第７の費用の支給方法等については、現在、厚生労働省において、

調整中であり、追って通知等においてお示しする予定であること。 

以上 
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東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律 

（厚生労働省関係） 
 

 

○ 「東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律（平成２

３年法律第４０号）」については、５月２日に公布され、同日から施行されました。 

 

○ この法律のうち、厚生労働省関係の概要は、以下のとおりです。 

 

 

Ⅰ 施設補助関係 

１ 保健所の災害復旧に関する補助（第 44 条関係） 

災害地域における保健所の災害復旧に係る補助率（現行１／２）を２／３に引

き上げる。 

 

２ 火葬場の災害復旧に関する補助（第 45 条関係） 

災害地域における火葬場の災害復旧に係る補助率（現行１／２）を２／３に引

き上げる。 

 

３ 医療機関の災害復旧に関する補助（第 46 条関係） 

災害地域における医療機関の災害復旧に係る補助率（現行１／２）を最大で２

／３まで引き上げる。 

 

４ と畜場の災害復旧に関する補助（第 47 条関係） 

災害地域におけると畜場の災害復旧に係る補助率（現行１／２）を２／３に引

き上げる。 

 

５ 社会福祉施設等の災害復旧に関する補助（第 48 条関係） 

   災害地域における社会福祉施設等の災害復旧に係る補助率（現行１／２又は１

／３）を最大で２／３まで引き上げる。 

 

６ 水道施設の災害復旧に関する補助（第３条関係） 

   災害地域における水道施設の災害復旧に係る補助率（現行１／２）を８／10

又は９／10 に引き上げる。 

 

 

Ⅱ 労働保険関係 

１ 保険料の免除の特例（第 81 条及び第 84 条関係） 

災害地域における事業所において、労働者に対する賃金の支払に著しい支障が

生じている等の場合、労働保険料及び一般拠出金の免除ができることとする。 

参考 
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２ 雇用保険の基本手当の給付日数の延長の特例（第 82 条関係） 

被災地域の事業所の労働者が、震災によって離職を余儀なくされた場合等に、

雇用保険の基本手当の支給終了後、現行の個別延長給付（原則 60 日分）に加え

て、更に 60 日分の個別延長給付を支給する。 

 

 

Ⅲ 医療保険関係 

 １ 標準報酬月額の改定の特例（第 49 条及び第 59 条関係） 

災害地域における事業所の健康保険及び船員保険の標準報酬月額について、賃

金に著しい変動の生じた月からの改定ができることとする。この場合の傷病手当

金・出産手当金について、改定前の標準報酬月額に基づいた給付を行えることと

する。 

  

２ 入院時食事療養費等の額の特例（第 50～56,61～65,67～71,73～77 条関係） 

健康保険等の保険者は、一部負担金の免除を行った者について、入院時の食

費・光熱水費等に係る自己負担額を免除する。 

 

３ 保険料の免除の特例（第 57 条及び第 66 条関係） 

健康保険等の保険者は、災害地域における事業所において、当該事業所の被保

険者に対する賃金の支払に著しい支障が生じている場合、健康保険及び船員保険

の保険料を免除することができることとする。 

 

 

Ⅳ 介護保険・障害者自立支援関係  

 １ 介護保険被保険者の食費・居住費等の特例（第 90 条～第 92 条関係） 

市町村は、利用者負担額の免除を行った被災介護保険被保険者について、介護

保険施設等の食費・居住費を減免する。 

 

 ２ 障害者支援施設等の入所者の食費・居住費の特例（第 86 条及び第 88 条関係） 

障害者自立支援法に規定する障害者支援施設等、児童福祉法に基づく知的障害

児施設等の入所者に係る食費・居住費を減免する。 

 

 

Ⅴ 年金保険関係 

 １ 標準報酬月額の改定の特例（第 94 条関係） 

災害地域における事業所の厚生年金保険の標準報酬月額について、賃金に著し

い変動の生じた月からの改定ができることとする。 
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２ 保険料の免除の特例（第 95 条関係） 

災害地域における事業所において、当該事業所の被保険者に対する賃金の支払

に著しい支障が生じている場合、厚生年金保険料の免除ができることとする。 

  

３ 厚生年金基金の掛金等の免除の特例（第 95 条第３項関係） 

厚生年金基金は、２の特例により厚生年金保険料を免除された事業所について、

その掛金又は徴収金のうち、免除保険料額の免除ができることとする。 

 

 ４ 遺族基礎年金等の支給事由の特例（第60,79,80,83,93,97,99,100,101条関係） 

東日本大震災によって行方不明となった者について、遺族基礎年金など死亡を

支給事由とする給付を速やかに支給するための措置を講ずる。 

※ 労働者災害補償保険法、船員保険法、戦傷病者戦没者遺族等援護法等に基づ

く死亡を支給事由とする給付等についても同様の措置を講ずる。 

 

 ５ 老齢基礎年金等の裁定請求の特例（第 96 条及び第 98 条関係） 

「特別支給の老齢厚生年金」の受給者であって被災区域に居住する者が、被災

後に 65 歳に達する場合には、65 歳に達した日に、老齢基礎年金・老齢厚生年金

の裁定請求を行ったものとして、引き続いて年金を支給することとするもの。 

 

６ 子ども手当（児童手当）の拠出金の免除の特例（第 102 条関係） 

災害地域における、子ども手当法により適用される場合の児童手当の事業主拠

出金を免除することができることとする。 

 

 

Ⅵ 災害援護資金貸付関係 

 １ 災害援護資金貸付の特例（第 103 条関係） 

災害援護資金の貸付けについて、その償還期間と据置期間の３年間延長、据置

期間経過後の利率の引下げ（年３％→保証人あり：無利子、保証人なし：年 1.5％）、

及び、償還免除の拡大をすることとする。 

 


